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行き詰まる対話と経済不安の深刻化

岡 本 郁 子

概 況

年は国民民主連盟（National League for Democracy 以下， NLD）のアウンサ

ン・スーチー（Aung San Suu Kyi）書記長と軍政（国家平和発展評議会 State Peace

and Development Council 以下， SPDC）の間で民政移管がどこまで具体化するかが

注目された。 月にスーチー書記長の自宅軟禁が約 年半ぶりに解除されたこと

によって，本格的な政治対話が進むのではないかとの期待感が高まった。しかし，

その後，民政移管に関わるハイレベルの実質的協議の場はもたれず，両者の距離

が劇的に縮まることはなかった。そのため，民主化の行方を見守る国際社会の焦

燥感も次第につのっていった。

経済もますます混迷の度を深めた年であった。マクロ経済安定化への政府の強

い意志が見られないことを背景に，現地通貨チャットは米ドルに対して著しく下

落し，同時にインフレが進行した。コメ，食用油をはじめとする基本的物資の価

格が急激に上昇し，庶民生活を直撃した。また，政府は， 月に外資系企業の貿

易業務の停止措置を打ち出すなど，政府が標榜してきた外資招致，民間部門育成

を柱とする市場経済化政策とは乖離した政策が目立った。

対外関係では，これまでの対ミャンマー政策を基本線として維持しながら，

スーチー書記長と軍政の政治対話の行方を見守るというスタンスを維持する国が

大勢を占めた。二国間関係での大きな動きとしては， 月の国境近辺での武力衝

突をきっかけにタイとの関係が再び悪化したことがあげられる。ミャンマー タ

イ間の国境貿易が直ちに停止され，またミャンマー側がタイ政府要人の訪問を拒

否するなど緊張が高まったが， 月のタイ外相の来訪を契機に修復に向かった。

しかしながら，少数民族問題，また難民問題が絡んでいるだけに，ミャンマー

タイ関係は常に火種を抱えているといえよう。

概 況

年のミャンマー年のミャンマー



年後半に始まったとされるスーチー書記長と軍政との対話は， 年以上経

過したものの具体的な方向性が何ら見えないまま 年を迎えた。 月 日に

NLD本部で開催された独立記念日の記念大会では，対話の促進，国家的困難解

決のための SPDCとの協力，さらにスーチー書記長の即時釈放などの決議が採択

されたが，軍政がその呼びかけに積極的に応えることはなかった。信頼醸成の対

話にいつ目処がつき，民主化に向けた本格的政治対話がいつ始まるのかなど，先

が読めない状況が続いた。

スーチー書記長，自宅軟禁から解放

ようやく具体的な動きが見え始めたのは 月末になってからである。 月 日

に来訪したラザリ・イスマイル（Razali Ismail）国連特使が，近いうちに対話に重

要な進展が期待できると語り，また， 日には軍政のティンウィン労働相も記者

会見の場で国民和解に向けて大きな進展が数日中にあるとの見解を示した。これ

によって，スーチー書記長の自宅軟禁解除への期待が一気に高まり，連日，スー

チー書記長の自宅前に報道陣が詰めかけることになった。

月 日，スーチー書記長が自宅軟禁から カ月ぶりに解放された。同日，

スーチー書記長が党本部に姿を現すと数百人にのぼる支持者から熱烈な歓迎をう

けた。スーチー書記長は，記者会見の場で，今回の解放が行動の制限はない無条

件解放であることをまず明らかにした。さらに，信頼醸成の期間は終わったとの

認識で軍政と一致したことを示し，政策課題の協議を行う次の段階に進むべきで

あるとの考えを表明した。今後の活動としては，当面は党の再建を優先とすると

しつつも，国家に建設的な成果をもたらすものであれば NLDは交渉，妥協する

用意があると従来に比して柔軟な姿勢を明確にした。

一方軍政側は，スーチー書記長の解放時に，国家および地域の団結，平和，安

定を最優先にするならば，全市民は政治活動に自由に参加することができるとの

声明を国外向けに出した。また， 日にはチョーウィン国防省情報局次長が，

スーチー書記長との対話がきわめて近い将来再開されるとの見通しを示すと同時

に，信頼醸成の重要性を改めて強調した。しかし，スーチー書記長解放のニュー

スは国営テレビやミャンマー国営新聞では一切報道されなかった。

国 内 政 治

年のミャンマー



行き詰まる対話と経済不安の深刻化

この解放に対して，国連， EU，アメリカ， ASEAN各国，日本等の国際社会

は一斉に歓迎の意を表明した。しかしながら，これは民主化への一段階にすぎず，

はたして無条件解放という約束が実質的に守られるのか，これによって対話が具

体的に進展するのかという点に焦点は移っていった。特に，アメリカと EU は，

今回の解放は民主化へ向けての一つの前進との評価はしつつも，経済制裁の解除，

緩和にはより具体的な成果が必要であるとして，経済制裁を継続する慎重な姿勢

を崩さなかった。

解放後のスーチー書記長の活動

解放後，スーチー書記長は，当初表明していたとおり党の政治活動の再建を第

一に優先させた。党支部訪問や地方遊説を積極的に行い，また機関紙発行の申請

も行った。ヤンゴン近郊の党支部の訪問を 月 日に再開し， 月 日には解放

後初めての地方旅行としてカレン州を訪問し，行動制限のない無条件解放である



ことを印象づけた。カレン州訪問は高僧に会うためで政治目的ではなかったが，

その後スーチー書記長は，遊説と党支部再建のため，マンダレー管区（ 月），モ

ン州（ 月），バゴー管区（ 月），シャン州（ 月），ヤカイン州，チン州（ 月）と

精力的に地方を回った。政治目的の地方出張は 年ぶりのことである。訪問先の

各地では，スーチー書記長は数千人の支持者に迎えられ，大規模な集会を開催し

た。

解放後のスーチー書記長は，従来に比べて軍政に対して柔軟な姿勢を保った。

たとえば，正面からの軍政批判を可能な限り避けていた節があり， EU 代表団と

の面会やメディアのインタビューの場においても直接的な軍政批判は行っていな

い。また，軍政に対する 年選挙結果の尊重の要求を前面に押し出さなくなっ

たことも一つの変化である。民主化移管プロセスを早急に具体化する必要がある

との考えから，従来の強硬姿勢をやや緩め，軍政側が交渉のテーブルにつく環境

をつくることを優先させたのであろう。スーチー書記長は，本格的対話の目処が

たたないことに次第にいらだちをつのらせ始めていたと思われる 月の段階でも，

善意に基づき国軍と協力することには躊躇しない。人民の利益のため政治家と

国軍との間に和解と理解がなければならない と述べ，軍政への呼びかけを続け

た。また，海外の援助に関して，スーチー書記長はこれまで援助は軍政を利する

だけであるとし，ミャンマーに対する援助の停止を求め，欧米による経済制裁を

支持してきた。これは，これまでスーチー書記長が軍政の強い反発をかっていた

主張の一つであった。スーチー書記長は，解放後も基本的にはこの方針は変わら

ないとしながらも，日本の資金援助でできた病院など援助現場の視察も積極的に

行い， 月に日本の川口順子外相と会談した際には，援助が透明性のある十分説

明可能なものであり，また本当に支援を必要としている人に届くものならば反対

しないとの立場をとるようになった。

曖昧な態度を続ける軍政

スーチー書記長が，軍政との本格的対話を一刻も早く実現したいと考え，さま

ざまなルートで働きかけを行っていたのとは対照的に，軍政は曖昧な態度を続け

たという印象を免れない。

たしかに軍政はスーチー書記長無条件解放の約束を大筋では守った。 年の

スーチー書記長の自宅軟禁のきっかけが，マンダレーへの地方旅行計画にあった

ことを思い出すならば，辺境地域を含むミャンマー各地への地方遊説，集会開催

年のミャンマー



に大がかりな妨害行動が行われなかったことは評価できる（ 月のヤカイン州訪問

の際には， NLD支持者と軍政側の間で小さな衝突が起きたが，それで訪問全体が中止

にはならなかった）。しかしながら，スーチー書記長の活動を妨害しなかったこと，

そして順次行っている政治犯の釈放などは，あくまで民主化への消極的なコミッ

トメントでしかなく，軍政が民政移管へ積極的であるとの評価を得るには不十分

なものであった。

年後半には軍政幹部が各国要人と会談する機会が複数回あった。たとえば，

月には日本の川口外相，マレーシアのマハティール首相， 月にはオーストラ

リアのダウナー外相が来訪した。日本，オーストラリアの外相の来訪は 年ぶり

のことである。それぞれ民主化プロセスの後押しのタイミングをはかっての来訪

だったと見てよかろう。しかし，タンシュエ SPDC議長は，川口外相と会談した

際，民主化に最善を尽くすとしつつも具体的な中身には言及することはなかった。

また，ASEAN諸国の中では現政権が信頼を寄せていると見られるマハティール

首相に対しては，スーチー書記長との会談を許可しないという不可解な行動をと

った。 月にASEAN首脳会談の場で小泉首相とタンシュエ議長が会談した際に

は，小泉首相が民主化努力を促すと，タンシュエ議長はスーチー書記長は現在国

内を自由に移動でき，関係閣僚や将校が 回以上会っていることを強調するに

留まった。軍政が民主化努力を本気で進めていたとするならば，それを国際社会

にアピールする貴重な機会があったにもかかわらず，それを積極的に活用するこ

とはなかったといってよかろう。

国際社会の反応

ラザリ国連特使は， 年に 度（ 月， 月， 月， 月）にわたって来訪し，

仲介の努力にあたった。これまで前向きな発言を繰り返してきた特使であるが，

解放半年後の 月の来訪時には軍政の消極的な姿勢に失望を隠せなくなっていた。

ラザリ特使は， 月のミャンマー訪問前に，対話が進まない場合には特使の辞任

を考えていると発言したと報道された。ラザリ特使は，タンシュエ SPDC議長と

の会談で，新憲法制定問題のための国民会議の再開や政治犯の大量釈放を要請し

たが良い回答は得られなかった。このため，ラザリ特使は，スーチー書記長解放

以後低いレベルでの話し合いはもたれているようだが対話と呼べるものではない，

具体的な進展がないことに落胆していると述べた。また， 月月末にラザリ特使

がある日本の新聞社と会見した際に，軍政はすぐに民政移管に向けた政治対話を

行き詰まる対話と経済不安の深刻化



始めると約束したが何も起きない，またスーチー書記長も軍政側に信頼されるよ

うに努力していないと述べ，ペースがあまりにも遅いことに失望感を表明した。

同様の失望感は国際社会全体に拡がっていった。 月のラザリ特使の訪緬前日，

国連はスーチー書記長の自宅軟禁解除によって生まれた事態改善の望みは薄れた

との声明を発表した。また，アメリカも同時期に民主化に向けた対話進展の遅さ

に落胆しているとの声明を出した。 月に入って， 月にヤンゴン市内で反政府

抗議行動を行ったために逮捕された学生に 年の禁固刑が言い渡されたことも，

軍政の民主化への取り組み姿勢に対する懸念を深める結果となった。

クーデター未遂事件の発生

民主化勢力と軍政との対話の行方とともに政治面で注目を集めたのは， 月

日に起きたクーデター未遂事件である。クーデターの首謀者とされたのは，ネウ

ィン元大統領の義理の息子（エイゾーウィン）と孫 人（エイネウィン，チョーネウィ

ン，ズウェネウィン）である。この計画は軍政幹部 人を拉致し，新政権の樹立に

同意させるというものだったという。首謀者 人は逮捕され，また同計画に荷担

したとされる 人の軍高官が拘束された。最終的には 人近くの逮捕者が出た

とされる。エイゾーウィンの妻，すなわちネウィン元大統領の娘のサンダーウィ

ン，そしてネウィン元大統領も自宅軟禁下におかれた。クーデター計画があった

ことを政府が公表し，また数回にわたって記者会見を行うということは極めて珍

しいことであり，軍政の自作自演の可能性すらささやかれた。首謀者とされる

人は 月に国家転覆罪で起訴され， 月には死刑が確定した。

この事件が意味するところは何か。クーデター計画にどの程度の実現可能性が

あったのかは判らない。ネウィン元大統領自身は 年の引退後，政治的意欲は

失っていたとされる。しかし，その親族は元大統領の過去の権力をバックに，現

政権下でもさまざまな権益を得，かなり横暴な要求もしてきたことは確かである。

権益のさらなる拡大を図ろうとしたことが一つのきっかけになったのではなかろ

うか。この事件に対して現政権が徹底的な措置に出たのも，その要求が軍政の許

容範囲を超えたということがあろう。このクーデター未遂事件の約 週間後にあ

たる国軍記念日の演説で，タンシュエ議長がネウィン元大統領の失政を批判した

ことは象徴的である。タンシュエ議長は，ネウィン政権下の経済運営の失敗から

国民の不満が高まり， 年にその状況は手に負えなくなったと批判し，国民の

希望に沿い新体制に移行する責任は軍に託されたと現政権の武力による政権奪取

年のミャンマー
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を正当化する演説を行った。このクーデター未遂事件は，社会主義政権との決別

を内外に印象づけることになったことは確かであろう。

ネウィン元大統領は 月 日に自宅で死去した。享年 歳であった。自身も自

宅軟禁下におかれ，親族が国家転覆罪で起訴されている中での死亡である。葬儀

は死亡同日に行われた。これはミャンマーでは異例のことである。軍政による公

式発表はなく，葬儀に参加したのは近親者のみで，軍政幹部は誰も出席しなかっ

たという。

年も経済は好転のきっかけをつかめず，悪化の一途をたどった。直近の主

要経済統計は公表されないことから断片的な指標に頼るしかないが，経済構造改

革への本格的な取り組みが先送りされたまま，インフレの進行，激しい為替変動，

外貨不足という 年に顕著となった問題が 年には一層深刻の度を増したと

見られる。電力不足も継続し， 月半ば以降，住宅地に優先的に配電するかわり

に，官公庁において電灯やエアコンなどを使用することが原則禁止されるような

状況であった。

インフレの進行

年のインフレの進行はきわめて著しいものであった。中央統計局発表の消

費者物価指数を見ると， 月は前年同月比 ％の上昇となっている。財政赤字

は改善せず，紙幣の増刷が続けられていると見られること（マネーサプライの

データは 年度から公表されていない），後に述べるチャットの価値の急落，

タイとの関係悪化で輸入品価格の上昇が止まらなかったことなどさまざまな要因

が影響していると考えられる。

図 には米価，図 には食用油価格の 年および 年の推移を示した。た

とえば，両年の 月の価格を比較すると，米価は約 倍，食用油は 倍前年よ

り上昇したことになる。コメは家計支出の約 ％，食用油は ％を占める（

年サーベイ 全国平均）基本的物資である。これらの価格の急上昇は，直接的に一

般市民，特に貧困層の生活を圧迫することは言うまでもない。

米価上昇の要因としては経済全体のインフレ圧力の影響が大きいと考えられる

が，コメ固有の背景としては以下の 点が指摘できるだろう。まず，乾期米（栽

経 済



培期間 月 月）の市場

供給量が例年に比して少な

かったことである。乾期米

の栽培には，肥料，灌漑ポ

ンプ用ディーゼル燃料など

の投入財を市場で購入しな

ければならない。ところが，

これら輸入に頼る投入財の

価格はチャットの下落とと

もに著しく上昇していた。

それに対して， 年末ま

では米価が相対的に低かっ

たため，収益の悪化を嫌が

る農家が乾期米栽培面積を

減らしたと見られる。第二

に，現行の制度では，コメ

輸出を唯一行っている国営

企業であるミャンマー農産

物取引公社（Myanma Agr i

cultural Produce Trading

以下 MAPT）が例年以上に

輸出契約を結び，精力的に

買い集めたために（ 年

月で 万 輸出），さ

らに価格が上がるのではな

年のミャンマー

いかという期待と懸念から，商人，消費者の間で短期的な買いだめ行動が行われ

たと見られる。第三に，通常ならば雨期米の収穫期（ 月後半 翌 月）になると

米価が下がる傾向があるのにもかかわらず， 年は下落せずに上昇した理由と

して， 月に季節はずれの雨が降ったために収穫後作業の段階で稲が少なからぬ

ダメージを受けたためと考えられる。

米価の上昇に対しては特に敏感に反応する政府は，商人や精米所が投機目的で

大量のコメを隠していないか等をコメ産地や市場で調べ，また， 月にはヤンゴ

（チャット／30ヴィス）
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図 ヤンゴンにおける米価（エマタ種）の推移

（出所） 各月版。

（チャット／ヴィス）
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（出所） 図 に同じ。



ンの卸売市場に店を構えるコメ卸売商に対して貧困層への配給米として一定量の

コメの拠出を要求した。しかし，今回の米価上昇は，上述したように米価固有の

要因も働いたことは確かであるが，マクロ経済の運営に根本的な問題があると見

るのが妥当であろう。したがって，場当たり的な措置では到底対応できる問題で

はないといえよう。

食用油は，国内生産されるピーナッツ油，ゴマ油では需要をまかなえず，比較

的廉価のパームオイルを主にマレーシアから輸入することで補っている。この輸

入は軍部系の持ち株会社であるミャンマ・エコノミック・ホールディングス

（Myanma Economic Holdings Limited 以下 MEHL）が独占的に行っている。しかし，

年， 年と月平均 万 だったパームオイルの輸入量が，外貨不足のため

年には約半分の月平均約 に減少した。これが，食用油の全体の価格上

昇を招いたといえる。食用油価格の急騰に対応するために，政府はパームオイル

の一定量の配給を始めた。たとえば，MEHL が販売ラインセンスを有する小売

り業者に （ ）当り で販売し，小売業者は消費者に で販売

する。 年 月のパームオイルの市場価格は 当たり であったので，

配給価格は市場価格の 分の 程度の水準にあたる。このような価格差を背景に，

早朝に配給を求める長蛇の列が町のあちらこちらで見られるようになった。

通貨不安の高まり

年以来市場で激しい為替変動を続ける現地通貨（チャット）であるが，

行き詰まる対話と経済不安の深刻化

年もその勢いは止まらなかっ

た。図 （実質為替レートの変

化）からも明らかなように，

チャットの価値はじりじりと

下がっていった。 年 月

では であったが，

月には と約 ％下落

した。 月末には瞬間的に

を記録したという。

こうした状況にも関わらず，

公定レートは 前後，

また外貨兌換券（Foreign Ex

（チャット／ドル）
1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2002年

2001年

図 対米ドル実勢為替レートの変化

（出所） 東京三菱銀行ヤンゴン駐在事務所。



年のミャンマー

change Cer tificate FEC）交換所の公定レートは FEC で固定されたままで

あった。こうしたチャットの市場価値の下落に対して，政府は闇換金業者の逮捕

等，力によるコントロールを続けようとしている。また， 月初めには，ミャン

マー中央銀行が，国内民間銀行が金を担保として行っているチャット貸付につい

て，顧客への担保（金）返却と資金の回収を命じるという措置に出た。この結果，

チャット回収に対応するため金が大量に売りに出され，金価格が一時的に暴落し

た。スーチー書記長解放と同タイミングだったこともあって，この措置が発令さ

れた後の為替レート（ 月 日）は， とその 週間前のレートから

％上昇した。しかし，このような措置の効果が長続きするはずはなく，その

週間後には に再び下落した。

このような通貨の不安定な動きに対して，廃貨（外貨兌換券を含む）や高額紙幣

発行の噂が 月， 月， 月に拡がった。しかし，その度に政府は噂の否定に追

われた。

外国企業の貿易業務禁止

月 日，政府は外資系企業の貿易業務を 月 日に遡って禁止したと突然発

表した。これ以後，外資系企業の貿易免許は即時無効となった。生産活動に直結

する資材・原料などの輸入はこの措置から除外するとされた。しかし， 年以

来輸入ライセンスの獲得は厳しさを増してい

たことを考えると，実質的には外資系企業は

輸入できなくなったのも同然であろう。この

措置の目的は，国内民間企業の活動をサポー

トするためとの説明がされている。しかし，

ミャンマー経済にとっては百害あって一利な

しの措置と言わねばならない。実際に業務を

継続することが難しくなった外資系企業は撤

退する。また，こうした政策が何の前触れも

なく実施されたことによって，ミャンマーの

投資環境の評価はますます下がり，新規投資

の誘致も一層難しくなる。ミャンマー企業と

の取引自体もリスクがあるという見方がされ

てもおかしくない。表 は外国投資認可件数

年 度 件数 額

表 外国投資認可件数および
金額の変化

（単位 万ドル）

（注） は 月まで。
（出所）

, July Aug. ．



の推移を示したものである。 年度

以降，件数が激減していることが読みとれ

る。 年度の投資件数は（ 月ま

での累計） 件にとどまっている。この

件はいずれも 月にマレーシアのマハテ

ィール首相が実業家 人程度を伴って来

訪した際に契約が結ばれたものである。額

行き詰まる対話と経済不安の深刻化

が比較的大きいのは，天然ガス探査・開発が含まれているからであろう。言い換

えるならば，マレーシア関係以外の投資はまったくなかったわけである。現状で

は外資を活用して経済活性化をはかる見込みは立たないと言わざるを得ない。

政府の経済政策に関する認識

既述の外国企業に対する貿易業務停止も一つの例だが，現政権の経済政策はここ

数年場当たり的なものが多く，経済の実状の的確な把握に基づいて，また諸政策

のインパクトを考えて政策立案を行っているとはいえない状況である。筆者があ

る民間企業経営者から聞いたエピソードを記そう。表 に 年と 年の貿易

収支を比較した。ただし， 年は 月までの数字であるので厳密な比較はでき

ないが，傾向に注目してほしい。 年は大幅な入超だが， 年は出超となっ

ている。これは，輸入ライセンス発給数減など前年来の輸入規制の結果と考えら

れる。それにもかかわらず， 年上半期に開かれた経済関係大臣，民間企業経

営者が出席する会議の場で，この出超の傾向が指摘され，なぜ民間企業は輸入を

もっとしないのかという疑問が政府側から出されたという。輸入手続き等が不明

ならば各関係省庁に問い合わせればよいというコメントまで付されたとのことで

ある。それまで輸入したくてもできないという民間企業のジレンマが伝わってい

ないこと，そもそも何のための輸入制限だったのかという，政府の政策意図が汲

み取れない話である。

経済構造改革を支援するという目的で日本が 年間かけて実施したプロジェク

トが 年末で終了した。財政・金融，貿易・産業，情報通信技術，農業・農村

の 分野に関する政策提言がまとめられた。今後，為替の一元化等を含むこの政

策提言の内容に関して，ミャンマー政府にどこまで実行に移す意志と能力がある

のかが注目される。

輸 出 輸 入 収 支

表 貿易収支の比較
（単位 万チャット）

（注） 年は 月から 月までの数字。
（出所）

, July Aug. ．



スーチー書記長の自宅軟禁解除が国際社会全体のミャンマーを見る目を若干緩

めたことは確かである。しかし，欧米を中心とする強硬派，日本，オーストラリ

ア，マレーシアという建設的関与派，ミャンマーの国内政治問題には干渉しない

中国，インドの中立派という構図には 年も大きな変化がなかったといえよう。

欧米諸国はスーチー書記長解放後も慎重な姿勢を崩さず，対ミャンマー制裁を

解除しなかった。さらに，年後半になって，政治対話の進捗状況やまた政府抗議

行動を行った学生や元教官を逮捕するなどの動きを踏まえて，ミャンマー軍政に

対する非難の色を強め始めている。

一方，日本は，スーチー書記長解放後，踏み込んだ協力姿勢を見せ始めた。

月の解放後直後にバルーチャン水力発電所の改修工事（ 億 万円）の無償資金

協力に合意した。この資金協力は全体で 億円程度にのぼるものとされている。

また 月には債務放棄（利子分を含む 億円）の実施に踏み切った。日本の外相

としては 年ぶりとなった川口外相の訪問，ASEAN首脳会議の場での小泉首相

とタンシュエ議長との会談などを通じて積極的な民主化への働きかけを試みた。

オーストラリアも 年は前年比 ％増のエイズ対策や児童向け保健事業を中

心とした人道支援をミャンマーに対して行った。また，公務員に対する人権研修

も継続した。ダウナー外相も豪外相として 年ぶりに来訪し，軍政幹部，スー

チー書記長との会談を行った。

マレーシアは，現在ASEAN諸国の中でもっともミャンマーの民政移管にコミ

ットしている国である。マハティール首相は，ミャンマー政権は民政移管に以前

より積極的であるが，移管後の軍政幹部の安全を保障する必要がある，民主化は

徐々に進めるべきであるなどの意見を表明し，軍政のこれまでの動きをバックア

ップする発言を行っている。 月には 人の実業家使節団を伴って来訪したこ

とから，経済面での結びつきも強く意識しているといえよう。

中国，インドとの間には大きな動きはなかったが，多国間，二国間の対ミャン

マー援助が本格的に再開されない状況が続くなかでも，両国は 年も通信イン

フラ整備や工場建設に対する融資を行っていることから，経済面を中心に緊密な

関係が継続していることは確かである。 月には中国，インド，バングラデシュ，

ミャンマーの カ国の協力を議論する専門家会合がヤンゴンで開催された。この

対 外 関 係

年のミャンマー



場では将来的な自由貿易区の設置も話されたという。また，インド政府とは，

年以来閉鎖していた両国の総領事館をそれぞれカルカッタとマンダレーに再

開することで合意した。

再び悪化したタイとの関係

年後半にいったんは回復したタイとの関係が 月 日に起きた国境付近で

の武力衝突をきっかけに再び悪化した。ミャンマー政府はただちにタイとの主要

国境検問所を閉鎖し，このため国境貿易を通じて輸入されてきた多種多様の財の

供給が滞った。また，ミャンマー政府はタイ政府高官に対して入国ビザを発給し

ないことを表明し，実際に 月に来訪しようとしたタイの上院外交パネルは入国

を拒否された。さらに，タイ政府が 月にタイ・ミャンマー文化経済協会 周年

記念行事にキンニュン第一書記を招待したのに対し，同書記はタイ訪問を拒否し

た。ミャンマー側が一方的にタイに対する反発を強めていったとの感がある。

月にタイのスラキアット外相が来訪し，タンシュエ議長と会談した結果，過去に

はこだわらないこと，また，麻薬密輸対策，不法入国者の送還に関する協力およ

び経済協力の再開，さらに政府職員の相互訪問禁止を解除することでも合意した。

月になって 月以来閉鎖されていた国境が再開され，関係は正常化に向けて動

き始めた。

ILO に対する譲歩

ミャンマーに対する国際社会の批判は民主化問題だけではなく，強制労働問題

にも向けられている。ミャンマーは 年に ILO創設以来初めての制裁対象国

となった。ミャンマー政府はその制裁決議に対して，今後強制労働問題では ILO

に協力しないと強硬姿勢を崩さなかった。しかし，国際的圧力のさらなる高まり

を背景に， 年には強制労働に関する ILO調査団の受け入れを決断した。同

調査団は，強制労働慣行に対するミャンマー政府の努力は認めながらも，強制労

働慣行の撤廃は完全ではなく，その監視には常駐の ILO代表事務所の設置が必

要であるとの報告書をまとめた。ミャンマー側はこの事務所設置の要請を当初拒

否したが， 年年初になってやや柔軟な姿勢に転換し始めた。 月に来訪した

ILO調査団に対し，キンマンウィン外務副大臣は， ILOの求めているミャンマー

常駐代表部設置の準備段階として連絡要員の派遣を要請し， 月に正式に合意に

至った。 月にはレオン・ドリードマッテン氏が暫定連絡官に， 月にホン・チ

行き詰まる対話と経済不安の深刻化



ャン・ペレ・グエン氏が正式な連絡官として任命された。ミャンマー側は今後

ILO制裁の撤廃を要求していくものと見られる。

年の課題

年の焦点は，国民和解プロセスがとん挫することなく具体化するか否かに

あるだろう。 年前の対話再開のきっかけを作り，仲介の任に忍耐強くあたって

きたラザリ国連特使すら苛立ちを隠せなくなっている現状では，民主化移行への

具体的な道筋が見えない状況が長く続くことは許されない。これまでの対話の内

容や進捗状況は今もって明らかにされず，スーチー書記長と軍政の間で何が本格

的対話を妨げているのかは外部からはわかりにくい。信頼醸成期間は終わったと

いう認識で両者が一致したとされたが，まだ根強い相互不信があるのではないか

という懸念も残る。 年後半から学生，僧侶などの反政府抗議行動も徐々に目

立ってきている。一連の民主化プロセスの失速は，困窮を深める経済を一層悪化

させる悪循環を招くことにもなりかねない。

経済面では，いかにマクロ経済を安定させるかが一つの鍵となろう。過去数年，

市場経済への移行とは逆行する動きが目立ち，同時に経済改革に積極的に取り組

む姿勢が見られないがために，軍政の経済政策全般への不信が高まっている。急

激なインフレが社会不安を引き起こす可能性も否定できない。

（地域研究第 部）

年の課題

年のミャンマー



鮮民主主義人民共和国との国交回復を検討し

ていると表明。

妊娠中の服役囚 人を釈放。

政府，東ティモールの ASEANオブザー

バー資格付与に反対。

日 政府，廃貨，高額紙幣発行の噂を否

定。

日 政治犯 人，女性服役囚 人釈放。

日 政府，ネウィン元大統領の義理の息

子とその息子 人を逮捕と発表。 人の軍高

官も拘束。

日 シンガポールの援助によるミャン

マー・シンガポール訓練センター開所。

タイのタクシン首相， 月 日に予

定していたミャンマー訪問中止。

日 ピネイロ国連人権特別報告官，妊婦

などの釈放措置を歓迎との声明。

EU 調査団， 度目の来訪（ 日）。

日 チョーウィン情報局副局長，クーデ

ター未遂事件関連で逮捕した者が 人近く

おり，ネウィン元大統領と娘のサンダーウィ

ンは自宅軟禁下にあると発表。

日 政府， ILO と 月までに連絡官を

任命し，国内に駐在させることで合意。

日 タンシュエ SPDC議長，国軍記念日

の演説でネウィン元大統領の施政を批判。

日 政治犯 人（NLD党員）釈放。

月 日 政府，外資企業の貿易業務を 月

日付けで禁止したと発表。

雲南航空，昆明 マンダレー間の定期便

就航。

日 政府，ネウィン元大統領の娘婿，お

よび孫 人を国家転覆罪で起訴。

日 ASEAN財務相会議，ヤンゴンで開

催。

日 タイ，ミャンマー，インド， 年以

月

重要日誌重要日誌 ミャンマー 年ミャンマー 年

月 日 政府，タイ政府とタイ国内のミャ

ンマー人不法労働者の一時収容施設で合意。

日 NLD党員 人とスーチー書記長の

いとこを釈放。

日 小泉首相，クアラルンプールでラザ

リ・イスマイル国連特使と会談。

ラザリ国連特使，軍政と民主化勢力との

対話は大きな進展を見せていると評価。

日 日本政府，人材育成のために 億

万円供与。

日 政府，ロシアに対して原子力平和利

用技術供与を要請していることを発表。

政府，ヤンゴン大学の敷地内に情報通信

技術工業団地（ITCパーク）を開設。

日 スーチーと軍政との会談が行われた

との報道。 年に入ってからは初めて。

日 インド政府と，カルカッタとマンダ

レーに両国総領事館を再開することで合意。

日 ヤンゴン内のラタ・タウンシップに

NLD事務所再開。

月 日 NLD党員 人を釈放。

日 タイ，スラキアット外相来訪。

日 ピネイロ国連人権特別報告官，来訪。

日にスーチーと会談。

政治犯 人釈放。

日 政治犯 人釈放。

日 政府，アジアコメ輸出国カルテルへ

の加盟に同意。

日 政治犯 人（NLD党員）釈放。

日 ILO調査団来訪。

政府，西側諸国の制裁は民主化を遅らせ

ているとの見解を示す。

日 政府， ILO に連絡官の任命を要請

したことを表明。

日 女性囚 人を釈放。

月 日 キンマウンウィン外務副大臣，朝

月

月

月



内にインド・モレーとタイ・メソトを結ぶ高

速道路の建設で合意。

日 クーデター容疑で拘束されたネウィ

ン元大統領の親族の 人，インセイン刑務所

に移送。

日 マウンエイ SPDC副議長， 日間の

日程でタイ訪問。プミポン国王に謁見。

日 日本政府，総額 億 万円の無償

資金協力を実施。

日 ラザリ国連特使，来訪。

日 国連人権委員会，ミャンマー非難決

議を採択。

月 日 政治犯 人（NLD党員）釈放。

日 ベトナムのチャン・ドク・ルオン大

統領，公式訪問（ 日）。

日 スーチー書記長，自宅軟禁から無条

件解放。

アナン国連事務総長，ロビンソン人権高

等弁務官，ピネイロ国連人権特別報告官が

スーチー書記長解放を歓迎する声明発表。

日 EU，スーチー書記長の解放を歓迎

しつつも，対ミャンマー制裁の即時解除はな

いとの考えを表明。

スーチー書記長，ドイツ，フランス，イ

ギリス，イタリアの大使と会談。

タイのタクシン首相，スーチー書記長の

解放を歓迎する声明を発表。

日 政府，ベトナムと貿易協力委員会の

設置で合意。

日 日本政府，バルーチャン第 水力発

電所改修工事向けに 億 万円の無償援助

を開始する交換公文に署名。

スーチー書記長，オーストラリア大使，

日本大使と会談。

スーチー書記長，土井たか子社民党党首

と会談。

日 政治犯 人を釈放（NLD党員）。

月

日 政府，ロシアと実験用原子炉開発に

関する契約を締結。

日 スーチー書記長，党支部（シュエ

ピータ）訪問。軟禁解除後初めて。

アメリカ，エイズ対策でミャンマー支援

を行う意向を表明。

日 アメリカ，対ミャンマー制裁の 年

継続を表明。

日 クーデター疑惑で逮捕されたネウィ

ン一族の裁判開始。

ILO，レオン・ドリードマッテン氏を暫

定連絡官に任命。

タイ ミャンマー間の国境近辺で武力衝

突。

日 政府，タイとの主要国境検問所 カ

所を閉鎖。

日 政府，タイ政府高官に対して入国ビ

ザを発給しないことを表明。

日 スーチー書記長，新聞発行許可を申

請することを表明。

スーチー書記長，日本の資金援助で建設

された病院を視察。

月 日 タイの上院外交パネル，ミャン

マー当局から入国申請を拒否される。

日 中央銀行，民間銀行に対し，担保の

金を預金者に返却するよう通達。

日 政治犯 人（NLD党員）を釈放。

日 スーチー書記長，日本の援助による

病院視察を軍政が拒否したため取りやめ。

日 キンニュン第一書記，公務員に対し，

NLDの活動に関わらないように要請。

日 スーチー書記長，カレン州を訪問。

軟禁解除以来，地方訪問は初めて。

日 キンニュン第一書記，タイ・ミャン

マー文化経済協会記念行事に出席拒否。

日 アメリカ，デーリー国務省次官補，

対ミャンマー制裁の継続を表明。

月

ミャンマー



政府， FEC廃止の噂を否定。

日 政府，NLD国会議員 人を釈放。

日 スーチー書記長，マンダレー方面の

地方訪問を開始。

日 サガイン管区のタパンセイ水力発電

所，操業開始。

日 タイ，タクシン首相，ミャンマー政

府に対し，タイ王室を非難した国営紙の記事

に関して抗議。

月 日 政府， NLDと現在拘束中の党員

数は 人という認識で一致。政治犯 人

（NLD党員）釈放。

スーチー，NLD本部で党務再開。

日 政府，タイ人ジャーナリスト 人に

対し，入国禁止措置。

日 政府，中国からの観光客に対し，人

民元の使用を認める。

日 スーチー書記長，殉難者の日の式典

に出席。

マレーシアのアイリス・コーポレーショ

ン， 月から電子旅券プロジェクトを開始す

ると発表。

日 スーチー書記長，モン州訪問。

日 政治犯 人（NLD党員 人）釈放。

日 政治犯 人釈放。

日本政府，宮本雄二軍備管理・科学審議

官を新大使に任命。

月 日 日本政府， UNICEF の母子保健

サービス改善に最大 億 万円の無償資金

協力。

日 ラザリ国連特使， 度目の来訪。

日 日本の川口順子外相，来訪。

日 来訪中のタイのスラキアット外相，

タンシュエ議長と会談。

日 スーチー書記長，訪問中の川口外相

と会談。

日 政治犯 人（NLD党員 人）釈放。

月

月

日 政府，ベトナムと農業・林業分野の

協力で合意。

日 政府， 日から予定していた軍事演

習をタイへの配慮から中止。

日 政治犯 人（NLD党員 人）釈放。

日 政府，反政府パンフレットを配布し

た学生約 人を逮捕。

日 マレーシアのマハティール首相，来

訪。 人の実業家が同行（ 日）。

ミャンマー・タイ，タウンシップレベル

の国境委員会をタチレクで開催。

日 民営化委員会，映画館 カ所の民営

化決定。

EU，マラリア対策等に 万ドル拠出。

日 タイ当局，国境近辺で活動するミャ

ンマー人 人を逮捕。 日に強制送還。

日 サガイン管区のモニュワで 年来の

大洪水発生。

日 女性服役因 人（妊娠中，もしくは

幼児のいる服役因）を釈放。

日 NLD，ダラ郡の支部を再開。

月 日 政府，高額紙幣発行の噂を否定。

政府，タイとの関係は改善の方向に向か

っているとの見方を示す。

日 政治犯 人（うち NLD党員 人）を

釈放。女性服役因 人もあわせて釈放。

日 NLD活動家 人をミャンマー当局

が 月 日に逮捕したことに対し，アメリカ

政府非難の声明を発表。

日 EU 代表団， 度目の来訪。

政府，タイ治安当局が反政府活動家 人

をミャンマーに送還したという報道を否定。

日 スーチー書記長，訪問中の EU 代表

団と会談。

日 内閣小幅改造発表。

メコン川流域 カ国，電力の相互融通で

合意。

月

年 重要日誌



日 クーデター未遂に関与したとして，

国軍兵士 人に 年の禁固刑。

日 国会代表者委員会（CRPP）， 周年

記念行事を開催。

日 軍政幹部 人が昇進。

日 人の政治犯（NLD 党員 人）釈放。

日 ウィンアウン外相，タイ訪問。

日 クーデター未遂事件に関し，容疑者

人に対し国家反逆罪で死刑判決。

日 スーチー書記長，結党 周年記念集

会で演説。

日 日本政府，総額 億 万円の人材

育成を中心とする無償資金協力を決定。

月 日 肥料法公布。

日 オーストラリア，ダウナー外相来訪。

外相として 年ぶりの訪問（ 日）。

日 スーチー書記長，ユネスコが平和活

動に功績のあった人に贈るマンダジート・シ

ン賞受賞。

日 政府，電力節約を政府機関，市民に

要請。

政治犯 人（うちNLD 人）釈放。

日 EU，ミャンマー当局による学生逮

捕，活動家の拘束に対して非難声明を発表。

日 政府機関に対し，各月の第 ，第

日曜日の車両使用を禁止。

日 イギリス，エイズ対策として 万

の拠出を決定。

スーチー書記長，ピィー訪問。

日 カ月ぶりにタイ国境再開。

日 ILO 使節団来訪。ミャンマー駐在

連絡官にベトナム人のホン・チャン・ペレ・

グエン氏を任命。

日 NLD，国会議員代表者委員会（CR

PP）に少数民族代表を増やすなどの組織拡充

に着手し， 名から 名の委員会にする方針

月

を決定。

日 日本，シンガポール等のミャンマー

大使館に手紙爆弾が送付される。

月 日 小泉首相， ASEAN首脳会議にお

いてタンシュエ SPDC議長と会談。

日 ヤンゴン市役所前で 月に反政府抗

議行動を行った学生に対し， 年の禁固刑。

政府，タイに対し国境委員会延期を要請。

日 アメリカ，民主化に向けた対話進展

の遅さに対して落胆を表明。

日 国連，スーチー書記長の軟禁解除に

よって生まれた事態改善の望みは薄れたとの

声明を発表。

日 ラザリ国連特使， 度目の来訪。

日 スーチー書記長，シャン州訪問。

日 マンダレー市開発法改正。

日 フィリピン・マニラのミャンマー大

使館に郵便爆弾が送付される。

日 ILO，対ミャンマー制裁措置解除の

見送りを決定。

日 政治犯 人（NLD党員 人）釈放。

日 オーストリア航空グループのラウダ

航空，ヤンゴン直行便乗り入れ。

月 日 ネウィン元大統領，死亡。享年

歳。

日 タンシュエ SPDC議長，バングラデ

シュ初訪問。

日 スーチー書記長，ヤカイン州，チン

州訪問。 日ヤカイン州で， NLD支持者と

軍政側が衝突。

政府，スーチー書記長が制裁継続を支持

していることに対し，不快感を表明。

日 日本政府，ミャンマーに対し 億

円（金利含む）の債務放棄を実施すると発表。

日 クーデター容疑で逮捕されたネウィ

ン元大統領の親族 人の死刑確定。

月

月

ミャンマー



参考資料参考資料 ミャンマー 年ミャンマー 年

国家機構図

国家平和開発評議会（SPDC State Peace and Development Council）

（ 年 月 日現在）

名 前 SPDCにお
ける役職

軍における地位
階 級 役 職

Than Shwe
Maung Aye
Khin Nyunt
Shwe Mann
Soe Win
Ye Myint
Aung Htwe
Khin Maung Than
Maung Bo
Thein Sein
Thiha Thura Tin Aung Myint Oo
Kyaw Win
Tin Aye

議 長
副 議 長
第一書記
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員

上 級 大 将
上級大将補
大 将
中 将
中 将
中 将
中 将
中 将
中 将
中 将
中 将
中 将
中 将

国軍司令官
国軍副司令官
国防省情報総局長
国防省陸海軍作戦調整官
国防省防空局長
国防省第一特別作戦室長
国防省第二特別作戦室長
国防省第三特別作戦室長
国防省第四特別作戦室長
国防省軍務総局長
国防省兵站総局長
国防省訓練総局長
国防省国防産業局長

（注） 第二書記，第三書記は空席。

国家平和発展評議会�
（SPDC）�

内閣�

国軍�

法務総裁�
最高裁判所�

州・管区裁判所�

郡裁判所�

首相�

州・管区平和発展評議会�
県平和発展評議会�
郡平和発展評議会�
町・村落区平和発展評議会�

国　　防　　省�

国　　軍　　省�

農 業 灌 漑 省�

第 １ 工 業 省�

第 ２ 工 業 省�

外　　務　　省�

国家計画経済発展省�

運　　輸　　省�

労　　働　　省�

協 同 組 合 省�

鉄 道 省�

エ ネ ル ギ ー 省�

教　　育　　省�

保　　健　　省�

商　　業　　省�

ホ テ ル 観 光 省�

通信・郵便・電信省�

財 政 歳 入 省�

宗　　教　　省�

建　　設　　省�

科 学 技 術 省�

文　　化　　省�

入国管理・人口省�

情　　報　　省�

国境地域少数民族発展省�

電　　力　　省�

ス ポ ー ツ 省�

林　　業　　省�

内　　務　　省�

鉱　　山　　省�

社会福祉・救済・復興省�

畜水産省�

SPDC議長府（２人）�

首　相　府（１人）�



ミャンマー

役 職 名 名 前 地 位 兼 任
首 相
国防相
国軍関係相
農業・灌漑相
第一工業相
第二工業相
外相
国家計画・経済開発相
運輸相
労働相
協同組合相
鉄道相
エネルギー相
教育相
保健相
商業相
ホテル観光相
通信・郵便・電信相
財政歳入相
宗教相
建設相
科学技術相
文化相
入国管理・人口相
情報相
少数民族 国境地域開発相
電力相
スポーツ相
林業相
内務相
鉱山相
社会福祉・救済復興相
畜水産相
SPDC議長府大臣
SPDC議長府大臣
首相府大臣

Than Shwe
Than Shwe
空席
Nyunt Tin
Aung Thaung
Saw Lwin
Win Aung
Soe Tha
Hla Myint Swe
Tin Winn
Tin Ngwe
Pan Aung
Lun Thi
Than Aung
Ket Sein
Pyi Sone
Thein Zaw
Thein Zaw
Khin Maung Thein
Aung Khin
Saw Tun
Thaung
Kyi Aung
Sein Htwa
Kyaw Hsan
Thein Nyunt
Tin Htut
Thura Aye Myint
Aung Phone
Tin Hlaing
Ohn Myint
Sein Htwa
Maung Maung Thein
Min Thein
D. O. Abel
Than Shwe

上級大将
上級大将

少将
文民（元軍人）
少将
文民
文民
少将
文民
中将
文民（元軍人）
准将
文民
少将
准将
准将
准将
文民（元軍人）
文民（元軍人）
少将
文民（元軍人）
少将
少将
准将
大佐
少将
准将
文民
大佐
准将
少将
准将
中将
准将
文民（元軍人）

国防相
首相

通信・郵便・電信相
ホテル観光相

社会福祉 救済復興相

入国管理・人口相

（注） 文民のうち，過去の軍籍を確認できた者だけを元軍人と表記。

閣僚名簿
（ 年 月 日現在）



主要統計主要統計 ミャンマー 年ミャンマー 年

基礎統計

人 口（ 万人）

籾米生産高（ 万トン）

消費者物価指数（ ）
公定為替レート（ ドル チャット）

─

（出所） Central Statistical Organization, ，および
, July August ．

産業別国内総生産（実質 年生産者価格） （単位 万チャット）

（暫定）
財 生 産 計
農 業
畜 産 ・ 漁 業
林 業
エ ネ ル ギ ー
鉱 業
製 造 業
電 力
建 設

サ ー ビ ス 計
運 輸
通 信
金 融
社 会 ・ 行 政
そ の 他 サ ー ビ ス

商 業 計
国内総生産計（ ）
人当たり国内総生産

GDP 成 長 率
（出所） Central Statistical Organization, ．



ミャンマー

国家財政 （単位 万チャット）

中 央 政 府 歳 入
経 常 収 入
う ち 税 収
うち国有企業納付金

資 本 収 入
金 融 収 入
外 国 援 助
中 央 政 府 歳 出
経 常 支 出
資 本 支 出
金 融 支 出
準 備 積 立 金
中 央 政 府 収 支
国 家 企 業 収 支
開 発 委 員 会 収 支
財 政 収 支 計
（出所） 表 に同じ。

国際収支 （単位 万ドル）

経 常 収 支 勘 定
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
サービス収支
受 取
支 払 い
（内利払い）

移 転 収 支
経常収支（除贈与）
贈 与
資 本 収 支 勘 定
長 期 純 借 入
長 期 借 入
元 本 返 済
短 期 純 借 入
外国直接投資
その他資本取引
資 本 収 支

誤 差 脱 漏
総 合 収 支
特 記 事 項
債 務 返 済 比 率
外貨準備高（期末）
輸 入 月 数
（注） 暫定。
（出所） Asian Development Bank, , Vol. , Dec. .



年 主要統計

国・地域別 貿易 （単位 万チャット）

国 名
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

東 南 ア ジ ア
シンガポール
タ イ
マ レ ー シ ア
インドネシア
フ ィ リ ピ ン
ベ ト ナ ム
その他，アジア
日 本
バングラデシュ
イ ン ド
中 国
香 港
韓 国

中 近 東
ア メ リ カ
ヨ ー ロ ッ パ
ア フ リ カ
オ セ ア ニ ア
そ の 他
総 計
（出所） 表 に同じ。

輸出構成 （単位 万チャット）
） ）

食 品
飲 料 ・ た ば こ
食用に適しない原材料（鉱物性燃料を除く）
鉱物性燃料，潤滑油その他これらに類するもの
動物性または植物性の加工油脂およびろう
化 学 工 業 生 産 品
原 料 別 製 品
機械類および輸送用機器類
雑 製 品
特 殊 取 扱 品

総 計
（注） ）暫定実績。 ）暫定。 （出所） 表 に同じ。

輸入構成 （単位 万チャット）
） ）

食 品
飲 料 ・ た ば こ
食用に適しない原材料（鉱物性燃料を除く）
鉱物性燃料，潤滑油その他これらに類するもの
動物性または植物性の加工油脂およびろう
化 学 工 業 生 産 品
原 料 別 製 品
機械類および輸送用機器類
雑 製 品
特 殊 取 扱 品
総 計

（注） ）暫定実績。 ）暫定。 （出所） 表 に同じ。
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